





















































































2005年 2006年 2007年2008年 2009年 2010年
ICカード 0．9％ 0．9％ 0．8％ 0．8％ 0．8％ 0．9％
自動車 1．1％ 1．3％ 1．5％ 1．7％ 2．1％ 2．1％
産業用制御 7．4％ 7．1％ 7．2％ 7．5％ 6．8％ 6．8％
ネットワーク通信 18．3％ 20．0％ 20．6％199％ 19．9％ 20．2％
家電製品 27．1％ 26．1％ 26．1 25．8％ 22．4％ 22．6％
IT 42．8％ 42．4％ 41．4％ 42．1％ 45．8％45．0％






































年 2000 2001 20022003 20042005
世界 138 170 264 419 614 822
1 台湾 23 30 59 97 147 188
2 日本 35 39 59 97 91 92
3 マレーシア 10 16 32 52 73 97
4 韓国 12 14 21 44 83 145
5 アメリカ 10 15 16 18 35 42
6 香港 9 10 18 17 16 15
7 フィリピン 6 8 18 36 54 79
8 シンガポール 6 7 11 22 31 40
9 常撰 ? ? 6 14 29 53
10 タイ 3 4 5 9 13 17
11 ドイツ 3 3 2 5 8 9
年 2006 20072008 2009 20102011
世界 1，072 1，295 1，3061，208 1，580 1，711
1 台湾 248 292 295 282 370 410
2 韓国 188 222 230 211 310 338
3 日本 116 145 142 121140 154
4 マレーシア 110 128 129145 230 280
5 フィリピソ 112 154 119 45 57 55
6 樗癖 88 110 1違5 176 176 180
7 アメリカ 63 72 72 61 79 63
8 シンガポール 45 39 38 35 56 54
9 タイ 21 26 28 28 38 37
10 コスタリカ 16 22 21 25 29 37











年 2000 2001 20022003 2004 2005
世界全体 29 26 43 65 112 146
1 香港 7 6 13 24 40 51
2 シンガポール 2 3 4 6 12 16
3 台湾 1 1 3 5 9 15
4 アメリカ 3 3 4 5 8 14
5 日本 5 4 5 6 10 13
6 韓国 2 2 3 4 9 10
7 フィリピソ 2 3 1 3 7 5
年 2006 20072008 2009 2010 2011
世界全体 215 239 247 236296 329
1 香港 78 94 95 100 116 147
2 韓国 17 27 36 25 35 38
’3 シンガポール 25 27 31 32 37 37
4 台湾 21 19 18 20 31 34
5 マレーシア 10 17 16 16 20 17
6 日本 16 16 15 9 14 15
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企　業 収益（百万ドル） 成長率（％） Foundry販売シェア（％）
TSMC（台湾） 9，828 1．2 44．3
UMC（台湾） 3，263 2．3 14．7
SMIC（中国） 1，550 5．8 7．0
Chartered（シンガポール） 1，445 一5．4 6．5
IBM（米国） 605 一12．1 2．7
Vanguard（台湾） 488 22．6 2．2
X－Fab（ドイツ） 411 40．3 1．9
Dongbu（韓国） 405 一12．4 1．8
MagnaChip（韓国） 370 一8．4 1．7
HuaHong　NEC（中国） 321 7．0 1．4
Others 3，506 9．5 15．8
Total 22，192 100
出所）Clair　and　Greg　2009　p．48
Foundry工場の建設はブームを迎え，中国の半導体産業の象徴となってきた。
　2007年，中国のFoundry販売規模のシェアは世界の8．4％に達した（図3，2．1）。図3．2．1の上位5
つのFoundryの中で，最も急成長したのは，中国本土の半導体製造イソターナショナルコーポ
レーション（SMIC）であった。（Clair　and　Greg　2009　p．58）。
　しかし，中国の販売規模のシェアは台湾の81％に比べて依然として巨大な差があり，国際大手
Foundry企業（TSMC，　UMC，　SMIC，　Chartered）に比べて中国Foundry企業の競争力は明らかに
弱い。従来から，Foundry企業の生存はFabLessのオーダに依存する。一方，中国ではFoundry
企業とFabLess企業の比率は非常にアンバランスであった。
　1979年の改革開放以来，中国の財務と税務のシステムの変化につれて，中国の地方政府が財務
と税務政策を通じて積極的に外資を導入する主導者となった。通常，中国の地方政府は，半導体産
業や自動車産業のような産業に対して，中央政府よりも優遇した政策を外資に提供できる。中国に
投資していた外資半導体企業は，2000年，地方政府から「18号文書」よりも更に企業に有利な優
遇政策を獲得した。
　「十一・五」3期間，中国政府は国内の半導体市場に3000億元を投資した。そのうち30億元～50億
元の重点プロジェクトが五社，10億元～30億元のIC　Designが十社である。さらに200　mmの
Foundryを十社，300　mmのFoundryを五社建設する予定であった（銚2006　p．63）。
　政府はこれらの投資を通じて，半導体の均衡な発展を達成しようとした。しかし，半導体産業に
3中国共産党16期第5回中央全体会議（2005年10月）
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対する中国の投資によって，Foundryは最も実現しやすいものであるので，　IC　Designのプロジェ
クトより，Foundryのプロジェクトの建設が圧倒的に多かった。地方政府はGDPに寄与するため
に，明らかに数百万元から数千万元のIC　Design投資より数億ドルのFoundryを好む。官僚は
GDPの増加あるいは「業績」を追求するために，小投資のIC　Designや全体の産業チェーンの形
成の建設より，巨大なFoundryプロジェクトに熱心である。
lV．産業政策の変容
　「18号文書」を始めとする助成政策は半導体の成長とIC製品の輸出を促進したが，「再輸入」や
「貿易紛争」などを引き起こした。そして2004年，「18条文書」の税金還付政策が取り消された。
では，「18号文書」の税収還付に関する政策（2010年まで実施する予定）の取消は半導体産業また
IC産業にどのような影響を与えるたか。
　中国工業信息産業部の調査によると，「18号文書」の税収還付に関する政策の取消のため，産業
規模の面では投資が減速し，業界全体の成長が少なくとも2年遅れた。技術の面では，還付政策
が取消されたため，技術開発への投資も減少し，開発が少なくとも4年遅延した。
　中国政府は半導体産業を成長回復に向け「18号文書」の次に新たな政策を打ち出した。2011年
2月9日，中国国務院は「進一歩鼓励軟件産業和集成電路産業発展的若干政策」（国発4号2011）
所謂「新18号文書」を発表した。
　「新18号文書」は，「旧18号文書」に比べて，IC産業に対する政策の内容を変更している。「旧
18号文書」の輸出税金還付に代わり，「新18号文書」は関連IC企業の所得税，営業税免除政策に
ついて重点的に記述している。
　「旧18号文書」では，「ソフトウェア」というキーワードが106回使われているのに対し，「IC」
というキーワードが出現するのは24回であった。これに対し，「新18号文書」の全文は34ヶ条で構
成され，そのうち29ヶ条はIC産業に関しての政策である。ここでは「ソフトウェア」というキー
ワードは82回，「IC」というキーワードが61回出現していた（邸霧中国計算機報2011）。ここか
らも，新政策がIC産業を重視していることは明らかである。
　「新18号文書」の特徴をまとめると，次のいくつかの点がある。
ア）所得税と営業税の免除
　内容としては，まず，条件に合うICメーカーに対して，「五免五減半政策」を実施する。つま
り半導体企業の所得税を5年間免除，さらにその後の5年間は半減するという企業所得税の減免
措置を中心に，研究開発に対する減税，半導体設備投資への免税，IC　Designプロジェクトへの資
金援助などの内容が盛り込まれる見通である。
　次に，IC　Design企業に対してサービス業務に関する営業税を免除，　IC　Package＆Testingの受
託生産や委託生産，材料および上流設備機械メーカー対してはさらなる優遇政策を制定する予定で
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ある。
　以上に加えて，政府は80億人民元以上の投資項目，0。25μm以下のICライソに対して，エネル
ギーや交通の面の便益を提供し，税収の優遇政策を与える。
　このように，「旧18号文書」が主にソフトウェア産業をめぐって記述したのに対し，「新18号文
書」はIC産業に重点を置き，その内容の約3分の2はIC産業に焦点をあてたものである。
イ）投資・融資政策
　所得税と営業税の優遇以外に，「新18号文書」は金融支援の政策を増やした。条件に合うIC企
業の技術開発に対しては中央政府の予算から適当な助成を与えるとした。これにより，IC産業に
対する助成は国家レベルにまで引き上げられた。
ウ）研究開発政策
　「旧18号文書」では研究開発の国家の役割について言及していない。一方「新18号文書」では，
中央政府は重大科学技術プロジェクトの主導的な機能を発揮し，重点研究所，国家工程研究室，国
家工程セソターおよび企業技術センターを設置している。さらに，「官民学」の連携を重視し，IC
産業の発展のために，強固なプラットフォームの構築を目指して，付加価値の高いIC　Design産業
を重点的に支援するという意図を表明した。
エ）人材戦略
　政府はグローバルな人材戦略を実施し，積極的に留学生や外国人の専門家を誘致するために優遇
政策を提供する。さらに所有権と特許権などの改善を加速し，インセンティブを通じて，R＆Dお
よび管理者の熱意と創造性を十分に発揮する。
オ）市場政策
　「旧18号文書」に比べて，「新18号文書」の市場政策はさらに国内のIC市場の秩序を規範し，反
独占を強化し，知的財産権の乱用を取り締まり，競争と市場の支配地位を濫用する不正競争行為を
制限する。
　「旧18号文書」は技術と資金の導入を重視し，かつ明確な基準を設けていた。政府は「税金優遇」
を主要な手段として外国からの投資を呼び寄せ，重要な分野を指定して優先的に発展させようとし
た。特に税金優遇政策には従来の所得税減免，設備輸入時の関税と増値税の免除などの政策を採用
した。「旧18号文書」の戦略の特徴を簡潔に表すならば，「質より量」であった。
　一方「新18号文書」は，産業チェーンを整合し，産業構造を改善することを強調し，国内外の
資源（人材，技術など）を活用した産業の飛躍的発展を狙っている。さらに，研究開発の促進やシ
ステムの強化などを通じて，先進技術の普及と応用を進めて企業の競争力を高め，国際競争に参入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一34一
表4．3．1新旧「18号文書」の比較
旧18号文書 新18号文書
重点支援分野 ソフトウェア産業 IC産業
重点支援産業 生産規模の大きいIC製造産業 付加価値の高いIC　Design産業
企業所得税の免除 未採用 採用
営業税の免除 未採用 採用
政策の実施 未採用 採用（3条）
市場秩序の規範 未採用 採用，増強
研究開発政策 未採用 採用（3条）
輸出入政策 採用（6条） 採用（3条）
投資・融資支援 採用（3条） 増強（6条）
財税政策 採用（5条） 増強（9条）
人材誘致 採用（3条） 増強（4条）
戦略の特徴 質より量 量より質
できるほどの実力をつけさせ，付加価値の高いIC　Design産業の発展を重点的に促進しようとして
いる。
おわりに
　2000年から中国政府は，ソフトウェア産業および半導体産業を助成するために「18号文書」を
はじめ一連の政策を打ち出した。これらの産業政策は中国のIC産業の成長と貿易を促進した一方
で，大量の「再輸入」を引き起こした。これらの「再輸入」は表面的には「産業内貿易」に似てい
るが，実際その大部分は，IC産業に従事する企業がレントを追求することを通じて，税金を節約
あるいはコストを低下させる「合理的行動」である。しかし，多くの「再輸入」は非効率な活動で
ある。しかも貿易相手国との間に摩擦を生じさせやすい。また，政府がIC産業を助成するために
実施したレントシージソグ活動以外に，IC産業チェーソの不完全という状況も，「再輸入」を引き
起こしたもう一つ重要な原因である。
　IC産業の投資の面では，中国の地方政府はプロジェクトを選択する時に，　GDPと雇用への寄与
をするために，一般的にFabLessより巨大な投資が必要なFoundryプロジェクトを好む。したが
って，産業における発展の不均衡は，補助金や「学習レント」の役割を十分に発揮させなかった。
　2011年，「新18号文書」が公表され，貿易摩擦や紛争を回避するために，「旧18号文書」の「税
金還付」に関する政策を取り消し，代わりに投資・融資支援，人材誘致，戦略の特徴などの面で適
正な調整を行った。これらの政策はバランスの良い産業構造を促進することが期待されている。
　2012年4月2日，韓国のサムスン社（Samsung　ElectronICs）の取締役会は中国の西安で総投資
額が約300億ドルのフラッシュメモリチップの工場を建設することを発表した（張延杜中国電子
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報2012）。北京，上海，西安という三つの候補都市から最終に西安が選定された理由は，快適な
住環境や，地下鉄など，物流の輸送に必要となるインフラを西安市政府が整備しようとしているこ
とに加え，サムスンが西安市政府からさまざまな優遇政策を獲得できることである。具体的には巨
額な財政補助を除く，「10免10減半」4という政策，プロジェクトの操作補助金，土地と建設の無償
利用などである。一方西安市政府がこのように巨大な支援を提供するのは，サムスン社の産業需要
と300億ドルの投資を通じて，産業チェーソの形成や当地および周辺地域の経済へのプラスの影響
を期待するからである。
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